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就農準備支援事業事務取扱要領 

  

公益社団法人大分県農業農村振興公社 

  

第１ 事業の趣旨 

農業従事者が減少するなか、持続可能な力強い農業を実現するためには、次世代を担う農業

者の育成・確保が喫緊の課題になっています。 

このため、公益社団法人大分県農業農村振興公社（以下「公社」という。）が、新規就農者

確保緊急対策実施要綱（令和３年１２月２０日付け３経営第１９９６号農林水産事務次官依命

通知。以下「国実施要綱」という。）、大分県就農準備支援事業費補助金交付要綱（令和５年

４月１日付け新経支第１６号。）及び大分県就農準備支援事業実施要領（令和５年４月１日付

け新経支第１６号―２。以下「県実施要領」という。）に基づいて実施する、就農前の次世代

を担う農業者となることを志向し、就農に向けて研修機関等において研修を受けるものに対し

て、就農準備支援事業の資金を交付する事業に関する取扱いについて定めます。 

 

第２ 資金の交付対象者  

  次の要件を全て満たすものに対し、予算の範囲内で資金を交付します。  

１ 就農予定時の年齢が、原則５０歳未満であり、次世代を担う農業者となることについての

強い意欲を有していること。 

２ 第３の１の研修計画が次に掲げる基準に適合していること。 

（１） 「新規就農者育成総合対策のうち就農準備資金・経営開始資金及びサポ ート体制

構築事業（研修農場の整備）における研修機関等の認定基準について」に基づき、就

農に向けて必要な技術等を習得できると県が認めた研修機関等で研修を受けること。 

（注）「県が認めた研修機関等」とは、県実施要領に規定する研修機関等をいう。大分県立農業

大学校、大分県ファーマーズスクールの他に先進農家又は先進農業法人（以下「先進農家等」

という。）で研修を行う場合は、研修計画の申請前に、研修を実施する研修機関が県の認定

を受けていること。 

（２） 研修期間が概ね１年かつ概ね年間 1,200時間以上であり、研修期間を通して就農に

必要な技術や知識の取得を図るものであること。 

（３） 先進農家等で研修を受ける場合にあっては、以下の要件を満たすこと。 

    ア 当該先進農家等の経営主が交付対象者の親族（三親等以内のものをいう。以下同じ。）

ではないこと。 

    イ 当該先進農家等と過去に雇用契約（短期間のパート又はアルバイトを除く。）を結

んでいないこと。 

３ 常勤（週３５時間以上で継続的に労働するものをいう。以下同じ。）の雇用契約を締結し 

ていないこと。 

 ４ 原則として生活費の確保を目的とした国の他の事業による給付等を受けていないこと。ま

た、過去に農業次世代人材投資事業（青年就農給付金事業を含む。）、就職氷河期世代の新

規就農促進事業、新規就農促進研修支援事業又は就農準備資金による資金の交付を受けてい

ないこと。 

   ５ 研修終了後に親元就農（親族が経営する農業経営体に就農することをいう。以下同じ。）

する予定の場合にあっては、就農に当たって家族経営協定等により交付対象者の責任及び

役割（農業に専従すること、経営主から専従者給与が支払われること等）を明確にするこ

と並びに就農後５年以内に当該農業経営を継承すること及び当該農業経営が法人化されて

いる場合は当該法人の経営者（親族と共同経営者になる場合を含む。）となること（以下

「農業経営を継承」という。）又は独立・自営就農（新規就農者育成総合対策実施要綱別

記２の第５の２の（１）のイに定める要件を満たすものに限る。以下同じ。）することを
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確約すること。 

   ６ 研修終了後に独立・自営就農する予定の場合には、就農後（５の親元就農後５年以内に

独立・自営就農する場合にあっては、経営開始後）５年以内に農業経営基盤強化促進法第１

２条第１項に規定する農業経営改善計画又は同法第１４条の４第１項に規定する青年等就

農計画の認定を受けること。 

   ７ 第３の１の研修計画の承認申請時において、前年の世帯全体の所得が 600万円以下である

こと。ただし、600 万円を超える場合であっても、生活費の確保の観点から支援対象とすべ

き切実な事情があると審査会が認める場合は採択を可能とする。 

（注）｢世帯｣とは、本人のほか、同居又は生計を一にする別居の配偶者、子及び父母が該当（以下

同じ）。 

 ｢所得｣とは、地方税法第 292条第 1項第 13号に定める｢合計所得金額｣（以下同じ）。 

   ８ 研修中の事故によるケガ等に備えて、交付対象期間の開始までに傷害保険に加入するこ

と。ただし、第３の１の研修計画の承認申請前に研修を開始しているものについては承認申

請までに傷害保険に加入すること。    

 

第３ 申請書類 

本事業に応募しようとするものは、次に掲げる申請書類（以下「研修計画等」という。）を、

申請者本人が第４の申請書類の提出先に持参してください。 

１ 研修計画（第１号様式） 

・別添１ 研修実施計画 

先進農家等で研修を受ける場合は、受講する研修のカリキュラム（研修実施

スケジュール、研修内容、習得する技術等がわかる研修実施計画） 

先進農家等以外の教育機関で研修を受ける場合は、受講する研修のカリキュ

ラム及び受講が認められていることを証する書類 

・別添２ 誓約書  

・別添３ 履歴書  

・別添４  暴力団等に係る誓約書  

・別添５  農業研修に関する確認書（先進農家等で研修を受ける場合） 

・別添６ 確約書（研修終了後、親元就農する予定の場合） 

２ 身分を証明する書類（運転免許証、パスポート等の写し） 

３ 世帯全員の住民票 

４ 前年の世帯全員の所得を証明する書類（所得証明書等。前年の世帯全体の所得が 600 万円

を超える場合は、必要に応じて生活費確保の観点から資金を必要とする理由欄に記載した事

情の裏付けとなる書類を添付してください。） 

５ 連帯保証人の印鑑証明書 

    連帯保証人の要件  

（１）成年者２名。 

（２）交付申請者に対する交付資金を超える返済能力があること。 

（３）連帯保証人のうち、１名は交付申請者と生計を一にするものでないこと。 

(注)なお、夫婦それぞれで資金を申請する場合は、連帯保証人２名の内、１名は夫婦それぞ 

れで別の連帯保証人を立てることとする。１名は同一の連帯保証人でも良い。 

６ 離職票または雇用保険受給資格者証の写し（雇用保険をかけていない場合は提出不要。） 

(注) 面接時に原本を確認します。 

７ 傷害保険証書の写し（交付対象となる研修期間が開始するまでに加入予定の場合は、加入

を検討している傷害保険の内容がわかるもの（パンフレット等）を添付し、加入後は傷害保

険証書の写しを提出してください。） 

 ８ 就農に係る協議書類（研修先市町村と就農予定市町村が異なる場合。農業大学校での研 

修終了後に県外で親元就農又は独立・自営就農を予定している場合。） 
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第４ 申請書類の提出先 

  研修計画等の応募は、原則として居住地（就農を予定する市町村が明確である場合は就農予

定地）を所管する振興局を通じて公社に申請してください。ただし、大分県立農業大学校で研

修を実施するものは、大分県立農業大学校を通じて公社に申請してください。 

 

  【提出先】振興局は、いずれも農山(漁)村振興部 就農・参入支援班が窓口となります。 

南部振興局については、企画・農政・就農班が窓口となります。 

振興局 管轄する市町村 住   所 連絡先 

東部振興局 

国東市、杵築市 

別府市、日出町、

姫島村 

国東市国東町安国寺７８６－１ 

(国東総合庁舎内) 

 

０９７８－ 

７２－０４０９ 

中部振興局 
大分市、臼杵市、

由布市、津久見市 

大分市府内町３－１０－１ 

(大分県庁舎別館) 

０９７－ 

５０６－５７３２ 

南部振興局 
佐伯市 

 

佐伯市長島町１－２－１ 

(佐伯総合庁舎内) 

０９７２－ 

２４－８６４５ 

豊肥振興局 
竹田市、 

豊後大野市 

竹田市大字竹田字山手１５０１－２ 

(竹田総合庁舎内) 

０９７４－ 

６３－１１７２ 

西部振興局 
日田市、玖珠町、 

九重町 

日田市城町１－１－１０ 

(日田総合庁舎内) 

０９７３－ 

２２－２５８５ 

北部振興局 
豊後高田市、 

宇佐市、中津市 

宇佐市大字法鏡寺２３５－１ 

(宇佐総合庁舎内) 

０９７８－ 

３２－１６２１ 

 

大分県立農業大学校 教務課 豊後大野市三重町赤嶺２３２８－１ 
０９７４－ 

２２－７５８２ 

 

第５ 申請期間 

  研修計画等の申請期間は、別途公社が定めます。 

 

第６ 研修計画の審査方法 

  公社は、提出された書類等を確認し、公社が別に定める審査会において研修計画の内容につ

いて審査します。また、原則として審査会前に申請者の面接等を行います。 

 

第７ 研修計画の承認及び審査結果通知 

第２の２の要件及び国通知の「就農準備資金・経営開始資金の交付対象者の考え方について」

を満たし、第６の審査会の承認を得て、資金を交付して研修の実施を支援する必要があると

認めた場合は、予算の範囲内で研修計画を承認し、審査の結果を研修計画審査結果通知書（第

２号様式）により、申請者に通知します。 

 

第８ 研修計画の変更申請 

第３の１の研修計画の承認を受けたものが研修計画を変更する場合は、変更研修計画（第１

９号様式）を公社に申請します。（研修期間の変更を要しない研修内容の追加、月ごとの研修

内容の順番の入れ替え等の軽微な変更は除く。）公社は、第６の手続きに準じて承認します。 

 

第９ 交付金額及び交付期間 

資金の額は、交付期間１ヵ月につき１人当たり１２．５万円（１年につき最大１５０万円）

とし、交付研修期間は最長２年間とします。 

また、実際に交付される資金の額は、申請書類に記載された研修計画等の審査の結果等に基
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づき決定されます。 

 

第１０ 資金の申請及び交付 

第３の１の研修計画の承認を受けたものは、就農準備支援資金交付申請書（第３号様式）を

作成し、第４の申請書類の提出先を通じて公社に申請してください。交付の申請は半年又は１

年分を単位として行うことを基本とし、原則として、申請する資金の対象期間の最初の日か

ら１年以内に行うものとします。また、交付対象となる研修を開始してから半年以上が経過

しており、かつ、研修状況報告を１回以上行っている場合は、１年を超える対象期間分の資

金を申請することができます。なお、交付期間が１年を超える場合は、交付の申請は研修期

間の最初の日から１年以内に行うことができるものとします。また、交付申請額は、資金の

対象研修期間の月数分の額とします。 

提出された交付申請書の内容が適当であると認められた場合は、就農準備支援資金交付決定

通知書（第４号様式）をもって通知するとともに、資金を交付します。 

 

第１１ 交付停止 

  次に掲げる事項のいずれかに該当する場合は、資金の交付を停止します。  

 １ 本事業の交付対象者の要件を満たさなくなった場合。  

 ２ 研修を途中で中止した場合。  

 ３ 研修を途中で休止した場合。  

 ４ 研修状況報告を定められた期間内に行わなかった場合。  

 ５ 研修実施状況の現地確認等により、「就農準備資金・経営開始資金の交付対象者の考え方 

について」を満たさない等、適切な研修を行っていないと公社が判断した場合。 

（例：研修を行っていない場合、生産技術等を習得する努力をしていない場合など。） 

 ６ 国が実施する報告の徴収又は立入調査に協力しない場合。  

 

第１２ 資金の返還 

 １ 資金の返還 

次に掲げる事項のいずれかに該当する場合は、交付対象者は資金の一部又は全部を返還

しなければなりません。ただし、病気、災害等のやむを得ない事情があると公社が認めた

場合（虚偽の申請等を行った場合は除く。）はこの限りではありません。 

  （１） 一部返還  

ア 交付対象者の要件を満たさなくなった場合や研修を途中で中止又は休止した場合

及び国が実施する報告の徴収又は立入調査に協力しない場合には、確認された時点

が既に交付した資金の対象期間中である場合にあっては、残りの対象期間の月数分

（当該事項が確認された月を含む。）の資金を月単位で返還することになります。 

イ 研修状況報告を定められた期間内に行わなかった場合は、当該報告に係る対象期間

の資金を返還することになります。 

  （２） 全額返還  

ア 公社及び振興局等が行う研修実施状況の現地確認等により、適切な研修を行ってい

ないと公社が判断した場合。（例：研修を行っていない場合、生産技術等を習得する

努力をしていない場合など。） 

イ 研修終了後（研修中止後及び第１４の２の継続研修終了後を含む。以下同じ。）１

年以内に、原則５０歳未満で、独立・自営就農、雇用就農（農業法人等で常勤するこ

とをいう。以下同じ。）又は親元就農しなかった場合。ただし、第１４の４による手

続きを行い、研修終了から原則２年以内に独立・自営就農、雇用就農又は親元就農し

た場合を除く。 

ウ 親元就農したものが、第２の５で確約したことを実施しなかった場合。 

エ 独立・自営就農したものが就農後５年以内に農業経営改善計画又は青年等就農計画
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の認定を受けなかった場合。 

オ 就農後、交付期間の１．５倍もしくは２年間のいずれか長い期間継続しない場合又

はその間の農業の従事日数が一定（例：年間１５０日かつ年間１，２００時間）未満

である場合。ただし、第１４の５による手続きを行い、就農を中断した日から原則１

年以内に就農を再開し、就農中断期間を除いた就農期間の合計が交付期間の１．

５倍又は２年間のいずれか長い期間以上である場合については、この限りではあ

りません。 

カ 就農後、交付期間の１．５倍又は２年間のいずれか長い期間以内（第１４の５によ

る手続きを行い、就農を中断した場合は、就農中断期間を除いた就農期間の合計が交

付対象となる研修期間の１．５倍又は２年間のいずれか長い期間以内）に研修終了後

の就農報告、就農状況報告及び第１４の３から６の報告を定められた期間内に行わな

かった場合。 

キ 虚偽の申請等を行った場合。   

２ 返還決定及び返還請求 

    公社は、交付対象者が第１２の１の（１）及び（２）に該当する場合には、返還決定通

知書（第５号様式）により返還決定を通知した後、返還請求書（第６号様式）により支払

期日を指定して、返還金を請求します。 

    なお、支払期日までに返還しなかった場合、交付対象者には、支払期日の翌日から返還

の日数に応じ、その返還金額につき年１０．９５％の割合で計算した遅延損害金が発生し

ます。 

３ 返還の免除 

交付対象者は、第１２の１のただし書きの病気、災害等のやむを得ない事情に該当し、

資金の返還免除を申請するときは、返還免除申請書（第７号様式）と「病気、災害等のや

むを得ない事情」を示す書類を第４の申請書類の提出先を通じて公社に提出してくださ

い。農大生が就農した場合は、就農地の市町村を管轄する振興局を通じて公社に、県外に

就農した場合は直接公社に提出してください。 

公社は、提出された返還免除申請書の申請内容が妥当と認められる場合は、資金の返還

を免除するものとし、免除する場合は、返還免除承認通知書（第８号様式）により申請者

に通知します。 

 

第１３ 交付対象者の責務 

  交付対象者は、研修計画等に掲げる研修を責任もって履行するとともに、国実施要綱、県 

実施要領及び本要領等で定める事項を遵守しなければなりません。 

１ 研修状況報告 

交付対象者は、研修状況報告書（第９号様式）を、交付対象となる研修期間の半年毎に、

１ヵ月以内に第４の申請書類の提出先を通じて公社に提出してください。最終の報告につ

いては研修終了後１ヵ月以内に先の提出先を通じて公社に提出してください。 

 ２ 就農報告 

    交付対象者は、研修終了後、独立・自営就農、雇用就農又は親元就農した場合は、就農 

後１ヵ月以内に就農届（第１０号様式）を第４の申請書類の提出先を通じて公社に提出し

てください。ただし、再度就農届を提出する場合は、就農地の市町村を管轄する振興局を

通じて公社に、県外に就農した場合は直接公社に提出してください。 

３ 就農状況報告 

 交付対象者は、研修終了後６年間、毎年７月末及び１月末までにその直前の６ヵ月間の 

就農状況報告（第１１号様式）を就農（予定）地の市町村を管轄する振興局を通じて公社

に、県外に就農した場合は直接公社に提出してください。 

 

第１４ その他の提出書類等 



- 6 - 

    交付対象者は、国実施要綱及び県実施要領に基づき、以下の手続き等が必要となりますので、

留意ください。公社は、手続きがあった場合は県実施要領に基づき確認等所定の手続きを行い

ます。なお、交付対象者は、次の手続きを行う場合は第４の申請書類の提出先を通じて公社に

提出してください。農大生が就農した場合は、就農地の市町村を管轄する振興局を通じて公社

に、県外に就農した場合は直接公社に提出してください。 

１ 研修中のその他の提出書類 

（１） 資金の受給を中止する場合は、中止届（第１２号様式）を提出してください。 

（２） 病気などのやむを得ない理由により研修を休止する場合は、休止届（第１３号様

式）とそれに該当することを示す書類を提出してください。なお、休止期間は原則

１年以内とします。 

（３） 前項の休止届を提出した交付対象者が研修を再開する場合は、研修再開届（第１

４号様式）を提出してください。 

（４） 交付対象者が妊娠・出産又は災害により研修を休止する場合は、妊娠・出産につ

いては１度につき最長３年、災害については１度につき最長１年の休止期間を設け

ることができます。また、当該休止期間と同期間、交付期間を延長できるものとし、

（３）の研修再開届とあわせて第８の手続きに準じて研修計画の交付期間の変更を

申請してください。 

２ 継続研修計画 

    交付対象者が、資金の受給終了後、引き続き、就農に向けて、より高度な技術、知識等

を習得するための研修、進学等（以下「継続研修」という。）を行う場合は、継続研修計画

（第１５号様式）を作成し、第４の手続きに準じて申請するとともに、継続研修開始後１

ヵ月以内に継続研修届（第１６号様式）を提出してください。継続研修は資金受給期間終

了後、原則１ヵ月以内に開始するものとし、その期間は原則として４年以内とします。

また、継続研修の期間中は第１３の１に準じて、研修状況報告書（第９号様式）を提出し

てください。 

３ 住所等変更報告 

    交付対象者は、交付期間内又は交付期間終了後６年以内に交付対象者及び連帯保証人の

氏名、居住地、電話番号等を変更した場合は、変更後１ヵ月以内に住所等変更届（第１７

号様式）を提出してください。 

４ 就農遅延報告 

    交付対象者は、やむを得ない理由により研修終了後１年以内に、独立・自営就農、雇用 

就農又は親元就農が困難な場合は、就農遅延届（第２０号様式）を提出してください。 

なお、就農遅延期間は研修終了後から原則２年以内とします。 

５ 就農中断報告 

   交付対象者は、研修終了後の就農継続期間中にやむを得ない理由により就農を中断する 

場合は、中断後１ヵ月以内に就農中断届（第２１号様式）を提出してください。 

なお、就農中断期間は就農を中断した日から原則１年以内とし、就農を再開する場合は 

就農再開届（第２２号様式）を提出してください。 

６ 離農報告 

   交付対象者は、交付期間終了後６年の間に離農した場合は、離農後１ヵ月以内に離農届

（第２３号様式）を提出してください。 

７ その他書類 

その他に公社が求める資料を提出してください。 

 

第１５ 個人情報等の取り扱い  

本事業の実施に際して得る個人情報については、国実施要綱に基づき、就農準備支援事業 

の個人情報の取扱いにかかる同意書（第１８号様式）により適切に取り扱うものとします。 
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第１６ 研修等に関する相談窓口 

本件に関する問い合わせは、下記までお願いします。 

・就農（予定）地又は研修地の振興局（第４の申請書類の提出先を参照してください。） 

  ・大分県農林水産部 新規就業・経営体支援課 就農支援班  

電話：０９７－５０６－３６４３ 

  ・公益社団法人大分県農業農村振興公社   

       電話：０９７－５３５－０４００ 

 

 

 

附則 

 この要領は、令和５年４月１日から施行する。 


